
重度者は、排泄
介助・食事介助
など、日常生活
の中で繰り返し
介護が必要な
状態になりやす
い。

要支援
１

要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

■歩行■洗身■つめ切り■薬の内服■金銭の管
理
■簡単な調理

■寝返り■両足での立位
■移乗 ■移動■洗顔■整
髪

■座位保持
■食事摂取
■外出頻度

要支援２ 要介護1

■排尿■排便■口腔清潔■上衣の着
脱
■ズボン等の着脱

■起き上がり■片足での立位■買い物

■立ち上がり

低
下
し
て
い
る
日
常
生
活
能
力

※ 各要介護度ごとの全７４項目の調査項目において、
・ 介助の項目（１６項目）で、「全介助」又は「一部介助」の選択肢
・ 能力の項目（１８項目）で、「できない」又は「つかまれば可」等の選択肢
・ 有無の項目（４０項目）で、「ある」（麻痺、拘縮など）等の選択肢
を選択している割合が８０％以上になる項目について集計

○ 重度者は、日常生活の中で繰り返し介護が必要な状態になりやすい

資料：社会保障審議会介護保険部会（第29回）
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○ 重度になるほど、複数のサービスを組み合わせて提供する必要性が増大
また、重度になるほど、医療ニーズが高まる

22



○ 主な介護者は同居の親族が中心
60歳以上の介護者の割合は増加

要介護者等からみた主な介護者の続柄

１９年国民生活基礎調査１６年国民生活基礎調査

23

２２年国民生活基礎調査

25.7%

20.9%

15.2%0.3%

2.0%

9.8%

13.3%

0.7%

12.1%

配偶
者

子

子の配偶者

父母

その他の親族

別居の家族等

事業者

その他

不詳

同居
64.1%

50.9 52.1 53.7
55.6

58.6
62.1

46
48
50
52
54
56
58
60
62
64

平成7年 平成10年 平成13年 平成16年 平成19年 平成22年

資料：国民生活基礎調査

60歳以上の介護者の割合（主な介護者が同居している場合）%



○ 主な同居の介護者は約７割が女性だが、男性の割合も高まっている

資料：国民生活基礎調査

24

25.1

74.9

% 28.1

71.9 %

%

平成19年平成16年

主な同居の介護者の性別の割合

%

30.6

69.4

男性

女性

%

平成22年

%



○ 要介護度が重いほど、家族介護者の介護時間は長い

25

22.8 

3.9 

7.6 

12.5 

17.2 

33.8 

48.4 

51.6 

11.1 

3.1 

7.0 

6.9 

10.1 

17.0 

15.8 

20.5 

10.9 

6.2 

6.9 

8.3 

16.4 

15.5 

10.5 

7.9 

40.2 

53.8 

60.4 

58.0 

45.9 

26.0 

14.5 

3.9 

9.9 

26.6 

14.7 

9.9 

5.4 

3.8 

7.1 

8.5 

5.1 

6.4 

3.3 

4.4 

5.0 

3.8 

3.6 

7.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総 数

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

ほとん終日 半日程度 ２∼３時間程度 必要な時に手をかす程度 その他 不詳

資料：平成22年国民生活基礎調査概況

要介護度別にみた同居の主な介護者の介護時間の構成割合



○ 介護等を理由に転職・離職をする者が増加傾向
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77,800 82,900 83,200 85,100 
119,200 

14,700 16,000 20,400 19,100 

25,600 
92,500 98,900 103,500 104,300 

144,800 
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90.0

0

50000

100000
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平成14年10月

～15年9月
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～16年9月
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17年10月

～18年9月

18年10月

～19年9月

介護・看護を理由に離職・転職した人数

男性
女性
総数における女性の比率

総務省統計局「就業構造基本調査」（平成19年）

8.6

7.0

11.3

11.7

12.5

19.2

28.9

41.6

28.9

17.2

10.2

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性(n=25,600)

女性(n=119,200)

介護・看護を理由に離職・転職した人の年齢構成割合

（平成18年10月～19年9月に離職・転職した人）

～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

資料：総務省「就業構造基本調査」（平成19年）総務省統計局「就業構造基本調査」（平成19年）



73.0 

60.1 

32.2 

29.5 

24.5 

22.3 

21.6 

19.3 

15.4 

0.2 

1.7 

1.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

家族に肉体的・精神的負担をかけること

介護に要する経済的負担が大きいこと

収入がなくなること

人生の楽しみが感じられなくなること

介護をしてくれる家族がいないこと

介護の部屋がないなど住宅面に問題

現在の住まいで生活できなくなること

介護サービスについての情報が少ない

緊急対応できる病院が近くにない

その他

特に困らない

わからない

（％）

自分自身に介護が必要になった場合に困る点

○ 自分自身に介護が必要となった場合、家族に肉体的・精神的負担をかけたくないと思ってい
る人が多い

資料：内閣府「介護保険制度に関する世論調査」（平成22年）
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○ 家族に介護が必要になった場合、自分自身の肉体的・精神的負担を心配している人が多い

62.6

62.2

55.2

54.5

33.9

29.5

27.8

22

19.8

16.1

0.6

3.2

2.7

1.6

0 10 20 30 40 50 60 70

世話の負担が重く肉体的負担が大きい

ストレスや精神的負担が大きいこと

留守にできない，自由に行動できない

介護に要する経済的負担が大きいこと

仕事を辞めなければならない

適切な介護の仕方がわからない

介護の部屋がないなど住宅面に問題

介護サービスについての情報が少ない

現在の住まいで生活できなくなる

緊急対応できる病院が近くにない

その他

家族はいない

特に困らない

わからない

（％）

家族に介護が必要になった場合に困る点

資料：内閣府「介護保険制度に関する世論調査」（平成22年） 28



○ 高齢期に備えて健康維持増進を心がけている人は多い

資料：内閣府「中高年者の高齢期に備えての意識に関する調査」（平成20年） ※対象は55歳～64歳の者

高齢期に備えて健康維持増進のために心がけていることはありますか？
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47.3

47.5

54.6

6.5

42.2

9.5

8.7

44.0

46.6

53.0

5.9

40.8

8.7
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50.6
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56.1

7.1

43.5

10.3

8.9

- 20.0 40.0 60.0

休養や睡眠を

十分とる

規則正しい

生活を送る

栄養のバランスの
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保健薬や強壮剤

をのむ

健康診査などを

定期的に受ける

酒を控える

タバコを

控える

（％）

46.4

13.3

45.2

1.1

8.7

0.2

43.5

11.0

44.0

1.0

10.1

0.3

49.2

15.6

46.3

1.1

7.3

0.1

- 20.0 40.0 60.0

散歩やスポーツ

をする

地域の活動に

参加する
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明るく持つ

その他

特に心がけ

ていない

わからない

総 数(n=3140)

５５～５９歳(n=1560)

６０～６４歳(n=1580)

（％）



①高齢化の状況

②家族と世帯

③健康・福祉

④経済状況

⑤就業

⑥社会参加活動

⑦生活環境
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○ 高齢者世帯（※）一人あたりの年間所得（191.7万円）は、世帯主が29歳以下の世帯（163.6 
万円）、30～39歳の世帯（179.0万円）より高い。しかし、10年前と比べると、高齢者世帯は約
10％減少しており、減少幅が全世帯（6％）より大きい

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」

世帯当たり平均所得金額

（※）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。
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0

5

10

15

20

25

30

全世帯 高齢者世帯

（金額）

（％） 所得金額階級別にみた世帯数の分布

資料：厚生労働省「平成22年国民生活基礎調査」

○ 高齢者世帯の所得分布は全世帯の所得分布と比較してより下方に偏り

32

（※）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。



33

55歳から64歳の年間収入 65歳から74歳の年間収入

資料：内閣府「高齢男女の自立した生活に関する調査結果（平成２０年６月）」より作成
注)年間収入は調査回答者個人の所得であり、世帯の所得ではない。

○ 年間収入は、男性で見ると、夫婦世帯より単身世帯の方が低く、単身世帯で見ると、
男性より女性の方が低い
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○ 高齢者の所得格差は、時系列でみると改善傾向にあるが、他の年齢階級と比べて大きい

0.26

0.28

0.30

0.32

0.34

0.36

0.38

0.40

0歳以

上

4歳以

下

～9 ～14 ～19 ～24 ～29 ～34 ～39 ～44 ～49 ～54 ～59 ～64 ～69 ～74 75歳以

上

年齢階級別ジニ係数（再分配後等価所得）

資料：厚生労働省「所得再分配調査」
注）「再分配所得」とは、当初所得から税金、社会保険料を控除し、社会保障給付（現物、現金）を加えたもの。
ジニ係数は世帯員のジニ係数。
ジニ係数：分布の集中度あるいは不平等度を示す係数で、0に近づくほど平等で、1に近づくほど不平等となる。

平成17年

平成14年

平成20年
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○ 男性よりも女性の貧困率は高いが、その差は高齢期になるとさらに拡大

資料：内閣府「平成23年版 男女共同参画白書」

注）「相対的貧困率」とは、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分に満た
ない世帯員の割合をいう。
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○ 高齢者世帯（※）の平均貯蓄額は、全世帯総数の平均貯蓄額より高い。しかし、高齢
者世帯の平均貯蓄額は平成16年から減少しており、減少率は全世帯平均と比べて大
きい（高齢者世帯▲16%、全世帯平均▲8%）

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」

（※）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。
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○ 高齢者世帯の被保護世帯数が10年前と比べて大幅に増加

世帯類型別の保護世帯数と世帯保護率の推移

世帯保護率：被保護世帯数の各世帯数を「国民生活基礎調査」の各世帯数（世帯千対）で除したもの
高齢者世帯：平成16年度までは、男65歳以上、女60歳以上の者のみで構成されている世帯若しくは、これらに18歳未満の者が加わった世帯

平成17年度からは、男女ともに65歳以上の者のみで構成されている世帯若しくは、これらに18歳未満の者が加わった世帯

◆10年前(平成11年度)

被保護世帯総数 高齢者世帯 母子世帯 傷病・障害者世帯 その他の世帯

世帯数 703,072 315,933 58,435 278,520 50,184

(構成割合(％)) (100.0) (44.9) (8.3) (39.6) (7.1)

世帯保護率(‰) 15.7 43.6 131.0

◆現在(平成21年度)

被保護世帯総数 高齢者世帯 母子世帯 傷病・障害者世帯 その他の世帯

世帯数 1,270,588 563,061 99,592 435,956 171,978

(構成割合(％)) (100.0) (44.3) (7.8) (34.3) (13.5)

世帯保護率(‰) 26.5 58.5 132.4

資料：福祉行政報告例

8.8

16.2
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○ 非正規職員・従業員の比率が男女ともに上昇傾向で、女性は過半数

雇用形態別雇用者数の推移

38
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１．総務省統計局「労働力調査」より作成。1985年から2000年までは「労働力調査特別調査」（2月分の単月調査）、2005年以降は
「労働力調査（詳細結果）」（年平均）による。
２．雇用形態の区分は勤め先での呼称による。
３．2000年2月以前の分類は「嘱託・その他」、2005年以降は、分類を「契約社員・嘱託」と「その他」に分割。
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○ 非正規職員・従業員の比率は、すべての年齢層で上昇傾向にあるが、特に若年者
の上昇が著しい

39
資料：厚生労働省「平成21年度労働経済白書」

（注）非農林雇用者（役員を除く）に占める割合。なお、15歳～24歳層では在学中の者が除かれている。
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資料：厚生労働省「平成22年国民生活基礎調査」
正規の職員・従業者：一般職員又は正社員などと呼ばれている者。
（以下、非正規の職員・従業者の分類）
パート・アルバイト：就業の時間や日数に関係なく、勤め先で「パートタイマー」「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている者。
派遣社員：労働者派遣法に基づく労働者派遣事業所に雇用され、そこから派遣されて働いている者。
契約社員・嘱託：契約社員については、専門的職種に従事させることを目的に契約に基づき雇用されている者又は雇用期間の定めのある者。
嘱託については、労働条件や契約期間に関係なく、勤め先で「嘱託職員」又はそれに近い名称で呼ばれている者。
その他：上記以外の者。

○ 非正規従業員の厚生年金・共済年金加入者の割合は低く、国民年金第1号被保険者や公的年
金未加入者の割合が大きい
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